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研究要旨 

 本研究は、居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関係、医療費及び環境改善費の関係について

整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考え方を示すことを目的とする。医中誌、JDream

Ⅲ、J-STAGE 等を用いて文献を収集し、レビューを行った。主にバリアフリー等の住宅改修がもたら

す効果に関する研究と、断熱改修がもたらす効果に関する研究の 2 系統があり、それぞれに一定の効

果が認められた。また、住宅環境に係る健康リスクとコストに関する調査の一環として、住環境整備に

よる生活習慣病の予防・健康づくりに対する効果に関する事前調査と位置づけ、献血データ（オープン

データ）による生化学検査値について、都道府県レベルの整理を行ったところ、いくつかの成分で傾向

を得ることができた。今後、献血者データの詳細な分析を進めることが可能になれば、性別、年代、地

域、季節の特徴から、住まいに求める環境条件等について整理するための基礎情報として活用できる

ことが示唆された。 

A．研究目的 

 居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関

係、医療費及び環境改善費の関係について整理を

行い、住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考

え方を示すことを目的とする。 

 

B．研究方法 

B1．住宅環境に係る健康リスクとコストに関す

る文献調査 

 医中誌、JDreamⅢ、J-STAGE 等を用い、健康

リスクとコストに関連するワード（コスト 医療

費 介護 住宅 健康 QOL など）を組み合わ

せて検索を行い、本文ありの文献を収集し、その

レビューを行う。 

B2．住環境整備による生活習慣病の予防・健康

づくりに対する効果に関する事前調査 

 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計

（2017 年版、2018 年版）、オープンデータ」１）

～２）を用いて分析を行う。 

C．研究結果 

C1．住宅環境に係る健康リスクとコストに関す

る文献調査 

 レビュー対象とした文献は表 1 の通りである。 

 研究の多くは、住宅環境の改善効果として、主

に当事者又は支援者（理学療法士や作業療法士、

ケアマネジャー等）の主観評価をもとに、当事者

の ADL や当事者・介助者の QOL の改善・向上

を挙げている。 

 表中の文献 19、文献 45 及び文献 59 では、ア

ンケート調査とデイサービス施設が保有する要

介護状態及び既往歴のデータ並びに温湿度の実

測調査から、冬季に温暖な住宅の居住者は要介護

状態に至る時点が高齢になることを検証してい

る。冬季に室温を約 2℃暖かくすることで要介護

認定年齢を約 3 年遅くできる可能性がある。 

 効果を医療費や介護費等との関連で金額換算

して示している研究報告には以下がある。 
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 住宅改修と介護費用の関係については、表中の

文献 65 によると、住宅改造しない場合の 1 年間

の介護サービス費用は約 54 万円（要支援 1）か

ら約 623 万円（要介護 5）だが、住宅改造後では

約 31 万円（要支援 1）から約 451 万円（要介護

5）の範囲内に低減すると算定されている。低減

率は要介護 1 が 43.3％、要介護 5 で 27.7％であ

る。住宅改造費の要介護度別の回収年数は、0.54

年（要介護 1）から 1.56 年（要介護 3）の範囲内

で、住宅改造費用も支出に加えた住宅改造ありの

介護費用を住宅改造なしと比較すると、1 年間で

は要介護 2－4 はマイナスだが、3 年間ですべて

の要介護度が低減効果を示している。一人暮らし

の要介護者の場合は、介護サービスの追加が必要

となるため、住宅改造は軽度（要支援 1～要介護

1）では有効であるが、中度以上では効果が薄い

又は効果は期待できないとしている。 

 表中の文献 21 では、転倒骨折し寝たきりにな

った事例を取り上げ、12 年間の医療費 520 万円

と転倒予防のためのバリアフリー化の費用 100

万円を比較しバリアフリー化の有効性を示して

いる。 

 表中の文献 13 及び文献 17 では、医療費の推

定式を、冬期の滞在室作用温度の平均と断熱性能

との関係、及び冬期の住宅内日最低作用温度の平

均と断熱性能との関係を使い、断熱グレード毎の

医療費（心疾患・脳血管疾患とそれ以外に分類）

を使って作成している。平均医療費と推定有訴割

合から算出した期待値である点に注意が必要で

ある。 

住宅の断熱改修の効果については、表中の文献

4、文献 15 及び文献 20 によると、断熱水準向上

による有病割合は大幅に減少している。例えば、

心疾患の改善率は 81％、糖尿病は 71％、気管支

喘息は 70％、関節炎は 68％等となっている。た

だし、これらの結果は当事者へのアンケート調査

によるもので、有病割合は自己申告に基づき医師

の診断によるものではない。文献 4 及び文献 15

では、疾病予防による便益として、医療費の軽減

や休業損失予防による便益を金額換算し示して

いる。家族人数 2.6 人（日本の平均）の世帯で換

算すると、断熱向上による直接的便益（暖房費削

減）は年間 3.1 万円、間接的便益（医療費軽減や

休業損失予防）は年間 2.7 万円となる。2.7 万円

は、2010 年度の世帯当たり年間医療費の約 3.6％

に相当する金額であるとしている。 

 

C2．住環境整備による生活習慣病の予防・健康

づくりに対する効果に関する事前調査 

1）データの概要１）～２） 

 日本赤十字社が、国民の健康増進に有益な情報

として還元することを目的として、保有する献血

者の血液検査結果等の情報を公開している集計

データである。集計対象は、当該年の 1 月 1 日か

ら同年 12 月 31 日までの期間に、日本赤十字社

の献血施設および献血会場において献血をした

人の内、新規と初回献血者についてである。2017

年版は 380,225 人、2018 年版は 373,443 人が対

象として収録されている。献血者は、血圧・脈拍、

生化学検査 7 項目（ALT（アラニンアミノトラン

スフェラーゼ：IU/L）、γ－GTP（ガンマグルタ

ミルトランスペプチダーゼ：IU/L）、TP（総タン

パク：g/dL、ALB（アルブミン：g/dL）、CHOL（ト

ータルコレステロール:mg/dL）,GA（グリコア

ルブミン:%）,A/G（アルブミングロブリン比））、

血球計数検査 8 項目（WBC（白血球数：百個/µL）、

RBC（赤血球数：万個/µL）、PLT（血小板数：万

個/µL）、Hb（ヘモグロビン値：g/dL）、Ht（ヘマ

トクリット値：%、MCV(平均赤血球容積：fL)）

を知ることができる。 

2）集計表の構成１）～２） 

 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計」（オ

ープンデータ）は、以下の 5 つの集計表で構成さ

れている。 

①全国の献血者を対象とした検査項目単位の集

計結果：検査項目毎に全国の検査人数、平均値、

標準偏差、中央値、最大・最小値を性別、各年齢

区分別に集計しているもの 

②都道府県単位の検査項目別集計概要編：検査項

目毎に都道府県単位で人数、平均値、標準偏差、

中央値を性別、各年齢区分別に集計しているもの 
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③都道府県単位の検査項目別分布状況編：検査項

目毎に都道府県単位で性別、各年齢区分別に分布

の状況を集計しているもの 

④都道府県単位の年齢区分の対象者数：都道府県

単位で性別、各年齢区分別に集計した対象者総数 

⑤全国の性別・年齢区分別の血圧集計結果：全国

の献血者を性別、各年齢区分別に血圧を集計した

もの 

3）収録データの地域性 

 分析は、全ての項目において、行った。ここで

は、血小板数について、その結果の一部を示す。 

 図 1～図 2 に、「日本赤十字社献血血液検査結

果の集計（2017 版、2018 版）」の収録の血小板

データについて、48 都道府県のうち、北海道、茨

城県、沖縄県のデータを 5 歳ごとの年齢別で示す。

結果は、2017 年、2018 年ともに、どの年齢にお

いても、北海道、茨城県、沖縄県の順に高くなる。 

 

D．考察 

D1．住宅環境に係る健康リスクとコストに関す

る文献調査 

 住宅の断熱改修の効果を検証した研究では、医

療費の削減を評価するというよりはむしろ、断熱

改修や高気密・高断熱住宅の投資にかかる費用の

回収年数を評価するために実施されたものが多

い。 

 しかし、実際には住宅環境の改善によって医療

費や介護費が削減することは事実であり、この観

点から住宅環境整備を進めることの社会的意義

は大きい。 

先行研究３）では、要介護度 2 以上の人が 2011

年から 2020 年の 10 年間に 10％減少すれば、約

最小で 2.5 兆円、最大で約 5.3 兆円の医療・介護

費の節減につながると推計している。これに倣い、

さらに 2020 年から 2050 年における高齢者の介

護コストを推計した報告４）では、毎年 1％ずつ要

支援・要介護の状態で亡くなる人が増えていけば、

年平均コストとして約4.1兆円の節減につながる

と推計している。住宅環境の改善により、要介護

者が減少すれば、上記で推計されているような医

療・介護費の削減が期待できる。 

レビューした文献には、住環境の改善が、身体

的健康だけでなく、精神的健康や社会的健康（コ

ミュニティの健康）にも寄与していると書かれた

ものが多数見られた。しかし、精神的健康や社会

的健康への関係を数値化して示すことは困難で

あり十分なエビデンスを提供するには至ってお

らず、今後の課題である。 

 

D2．住環境整備による生活習慣病の予防・健康

づくりに対する効果に関する事前調査 

 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計」に

収録されているデータは、一定の基準を満たして

いるものであるが、性別、都道府県別、年齢別等で

分析を行ったところ、血小板数において、北海道、

茨城、沖縄の順に高くなる。このことは、地域によ

る何らかの影響が起因していると考えられる。今

後、月別情報や身長・体重等による詳細な分析が

可能になれば、生活習慣病等の健康リスクを予防

する住まいに求める環境条件等を整理するための

基礎情報として活用できる可能性が示唆された。 

 

E．結論 

居住環境の改善と医療・介護費との関連を文献

レビューにより調べた結果、主にバリアフリー等

の住宅改修がもたらす効果に関する研究と、断熱

改修がもたらす効果に関する研究の 2 系統があ

り、それぞれに一定の効果が認められた。また、

住宅環境に係る健康リスクとコストに関する調

査の一環として、住環境整備による生活習慣病の

予防・健康づくりに対する効果に関する事前調査

と位置づけ、献血データ（オープンデータ）によ

る生化学検査値について、都道府県レベルの整理

を行ったところ、いくつかの成分で傾向を得るこ

とができた。今後、献血者データの詳細な分析を

進めることが可能になれば、性別、年代、地域、

季節の特徴から、住まいに求める環境条件等につ

いて整理するための基礎情報として活用できる

ことが示唆された。 
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表 1 レビュー対象とした文献リスト 

 

タイトル 著者 出典

1
健康増進に向けた住環境整備の必要性 林 基哉 公衆衛⽣(0368-5187)85巻7号 Page458-

463(2021.07)

2
【健康⽇本21(第⼆次)の中間評価とこれからの課題】健康⽇本21(第⼆次)を取り巻
く諸課題 住環境と"健康⽇本21(第⼆次)"

村上 周三, 伊⾹賀 俊治 医学のあゆみ(0039-2359)271巻10号 Page1146-
1151(2019.12)

3
Sustainable Developmentを⽬指した予防医学(vol.19) 健康とまちづくり 住空間
デザインの可能性

花⾥ 真道 医学のあゆみ(0039-2359)266巻11号 Page869-
874(2018.09)

4
ヘルスプロモーションとしての住宅とコミュニティ 村上 周三, 伊⾹賀 俊治 ⽇本健康教育学会誌(1340-2560)20巻4号

Page313-322(2012.11)

5
健康サポートシステムのインフラとしての健康住宅(Healthy Housing as an
Infrastructure of Health Support System)

Matsuda Shiny, Fujino Yoshihisa Asian Pacific Journal of Disease
Management(1882-3130)2巻2号 Page55-
61(2008.04)

6
⽣活を⽀えるための環境 住環境への提⾔ 松尾 清美 理学療法学(0289-3770)41巻8号 Page478-

485(2014.12)

7
住⺠の望む地域⽣活に対する意識について──⾼齢社会に望む⽣活実現と医療福祉
サービスの在り⽅──

城⼾ 裕⼦, ⼩佐々 典靖 ⼼⾝科学(1883-5724)6巻1号 Page79-
87(2014.03)

8
事例報告を⽤いた住環境整備の予防的効果指標の検討 澤⽥ 有希, ⿊川 喬介, ⼩橋 ⼀雄 国際エクササイズサイエンス学会誌(2433-

7722)2巻2号 Page94-100(2019.11)

9
【熱中症】すまいと熱中症 伊⾹賀 俊治 公衆衛⽣(0368-5187)79巻6号 Page397-

400(2015.06)

10
【⾼齢者における熱中症】⾼齢者が熱中症になりやすい住環境と注意点 伊⾹賀 俊治, 堀 進悟, 三宅 康史, 鈴⽊ 昌 Geriatric Medicine(0387-1088)52巻5号

Page505-511(2014.05)

11
【超⾼齢社会のまちづくり・家づくり】健康⻑寿に資する住まいとまちづくり 伊⾹賀 俊治 Geriatric Medicine(0387-1088)52巻1号

Page21-28(2014.01)

12
【熱中症-適切な対処と予防策-】熱中症の現状 住環境と熱中症 伊⾹賀 俊治, 堀 進悟, 三宅 康史, 鈴⽊ 昌, 村上 由

紀⼦
⽇本臨床(0047-1852)70巻6号 Page1005-
1012(2012.06)

13
住宅内温度に応じた医療費推定法の提案と医療費を考慮した経済的な住宅断熱性能
の検討

藤⽥ 浩司, 岩前 篤, 佐藤 寛, ⾼原 梨沙⼦, 鈴⽊ 曜 ⽇本建築学会環境系論⽂集2020 年 85 巻 768 号
p. 159-167

14
住環境が居住者の健康維持増進に与える影響に関する研究
全国の⼾建住宅の環境性能と居住者の健康状態に関する実態調査

川久保 俊, 伊⾹賀 俊治, 村上 周三, 星 旦⼆, 安藤
真太朗

⽇本建築学会環境系論⽂集2014 年 79 巻 700 号
p. 555-561

15
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193-199
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A-10 地域住⺠の主観的健康感及び⽣活満⾜度と健康関連要因との関連 : 農⼭村地域
と新興住宅地域の⽐較検討
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表 1 レビュー対象とした文献リスト（続き） 

 

  

タイトル 著者 出典
41 関節リウマチ患者のQOLと住環境整備との関連に関する考察 ⽔村 容⼦ ⼈間・環境学会誌2009年 12 巻 2 号 38-
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価 : ⺠家改修型の空間特性による過ごし⽅の展開
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崔 ⽂⽵, 森 英⾼, ⾕⼝ 綾⼦, ⾕⼝ 守 ⼟⽊学会論⽂集D3（⼟⽊計画学）2017年 73 巻
5 号 I_355-I_366
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ン発表梗概集(CD-ROM) Vol.2017
Page.ROMBUNNO.40031 (2017.07.20)
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稲川源規, 宮本健太郎, ⾼島伸成, 佐々⽊謙, 東海
林孝騎, 鈴⽊規道, 林⽴也
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ROM)
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住宅の温熱環境及び断熱性能による⾝体活動への影響 柳澤 恵, 伊⾹賀 俊治, 安藤 真太朗, 樋野 公宏, 星
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内温熱環境が要介護状態に及ぼす影響の実態調査-
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63
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65 住宅改造による介護費⽤の低減効果の検討報告書 国⼟交通省 平成18年12⽉
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図 1 ＰＬＴ（血小板数） 年齢別平均値 2017, 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計（2017 年版）」の

収録データよりグラフ化 

図 2 ＰＬＴ（血小板数） 年齢別平均値 2018, 「日本赤十字社 献血血液検査結果の集計（2018 年版）」の収

録データよりグラフ化 
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